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R050517 臨時部長会議 商工観光部02

商工観光部 商工労働課



県都として 長野圏域
の「産業の拠点」、

「働く場」であり続ける

若い世代が戻って
きたい、働き・暮ら
したい都市

2１ 産業政策のもたらすもの

年齢別
（5歳階級）

全体
うち、県外と

の移出入

15～19歳 △213人 △263人

20～24歳 △134人 △278人

25～29歳 △34人 △163人

【2022年人口動態：年代別社会増減】

① 長野県の人口は社会増となっているものの、
市内では依然として社会減が続く

② 20～２４歳の世代は、県外への人口流出が顕著

産業振興の側面から市民の暮らしと
都市機能の充実を図ることが必要

地域企業の成長

産業の新陳代謝

多様な産業集積

新たな雇用創出

仕事の選択肢増加

選ばれる都市
「長野市」へ

背
景

行政サービス向上

競争力の強化産業用地が必要

基盤となる

方向性



・人口減少

・財政の硬直化

・都市間競争激化

行財政運営

市外企業

の立地

生産性

向上

既存企業

事業拡大

税収拡大

市内企業

流出抑制
雇用創出

製造品出

荷額増加

投資拡大

都市ブラ

ンド向上

既存企業

の拡大

社内ベン

チャー

設備更新 事業継承

の進展

市内産業

の発展

ス新産業

創出
スタート

アップ

労働環境

の改善

関連企業

の振興

まちの

賑わい

財政基盤

強化
雇用拡大

社会増減

改善

ＵＪＩ

ターン

地元学生

流出抑制

周辺道路

の整備

持続性の

向上

都市計画

との調整

景観への

影響

農地保全

との調整

生活環境

への影響

就労先の

増加

市民所得

の向上

交通量の

増加

昼間人口

の増加

消費拡大

実現に向けた

課題

・産業用地の不足

・企業流出

・誘致機会の遺失

産業振興

地価の

上昇

競争力の

向上

整備費の

支出増

・少子高齢化の進展

・実質賃金の減少

・若年世代の流出

市民生活

3

既存の

工業用地

との関係

候補地の

選定

目指す

産業集積

ハザード

との関係

地権者・

住民の

反応

財政負担

の増加

２ 産業用地整備の効果と影響

産業用地

の整備

事業手法

の検討

交通量の

増加

商業立地

圧力増

支援制度

の充実

周辺道路

の整備



３ 「（仮称）長野市産業立地ビジョン」策定の必要性 4

「（仮称）長野市産業立地ビジョン」を策定

未来法を活用

更なる産業用地が必要

民間主体によるエムウェーブ南産業用地開発事業に着手

基本計画へ位置付け

土地利用調整計画策定

農振除外・地区計画策定

地域未来投資促進法の運用期間 延長見込み

堅調な事業用地ニーズ
企業の生産拠点
国内回帰の動き

人口減少、
若年世代流出

そのため

これらの課題の解決のため、
庁内・庁外の関係各所と取り組む

ただし、これまで同様の課題群が存在

目指す
産業集積

都市計画
との調整

農地保全
との調整

既存の
工業用地
との関係

事業手法
の検討

環境の変化に対応

候補地の
選定

〇 地域未来投資促進法に基づく基本計画の計画期間：令和５年３月３１日まで （その後、１年間延長）



5４ 策定の概要

①本市の産業構造や立地ニーズ、産業用地開発の可能性がある土地などを
整理する
②本市の産業振興に寄与する産業立地のあり方を分析する
③効果的な産業用地開発に関する方向性を明らかにする

目

的

位
置
づ
け

関連計画
（仮称）長野市産業立地

ビジョン

長野農業振興
地域整備計画

長野市都市計画
マスタープラン

長野市総合計画

長野市商工業振興
・雇用促進計画

策
定
の
ポ
イ
ン
ト

（１）既存の工業用地の有効活用 → マッチング体制の構築や奨励金制度の創設等

（２）候補エリアの選出 → 立地環境に応じ複数箇所示す

（３）長野市らしい産業用地開発 → 例）農業政策と連携した産業用地開発

その他
個別計画



6

第1章 策定の目的・位置づけ

第２章 現状把握

第３章 環境分析

第４章 産業集積の推進

第５章 目標設定

第６章 新たな産業用地整備

1 整備方針
２ 候補エリア
3 エリア毎の主に立地を
図る業種
4 整備手法の整理
５ 整備主体の整理
６ 農業政策と連携した産業
用地開発

・農業との一体的な整備

・食品関連産業分野

・流通物流関連分野

・〇〇〇〇分野

５ ビジョン（イメージ）

・環境・エネルギー分野

・〇〇〇〇分野

章立て（案）

・既存産業集積を活かした

産業集積促進

・〇〇分野



7６ 策定体制

市民

アンケート

調査

ヒアリング

調査等

回答

企画政策部（企画課）

新産業創造推進局

農林部（農業政策課）

建設部（建築指導課）

都市整備部（都市計画課）

ほか関係課

【事務局】

商工観光部（商工労働課）

調査委託 報告

報告

意見

パブコメ

企業・

事業所

長野市商工振興・
雇用促進審議会

庁内検討会議【検討】

庁議【決定】

長 野 市 庁 外



8７ 策定スケジュール

R5年度 R6年度

４月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

基礎調査
（業務委託）

商工労働課

庁内
検討会議

庁議
（部長会議）

議会
（政策説明会）

審議会

候補地選定

●契約

産業構造分析 等

候補地カルテ

産業集積等分析

アンケート・ヒアリング調査

随時開催

●策定について ●中間報告について

●中間報告 ●素案について

●素案・パブコメ

実施について

●中間報告について

（委員会）

●素案・パブコメ

実施について

報
告
書

ビジョン

（案）
検討

パブ

コメ
公
表

ビジョン策定作業 修
正
等

●パブコメ

結果・ビジョ
ン決定

●パブコメ

結果・ビジョ
ン決定
（会派説明）

中
間

報
告

ビジョン策定作業

①開発の必要性、②ビジョンの骨子、③候補エリア


